



























 1  中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業では、震災以前の水準まで被災した建物や生産設備を
復旧させることができる。なお、同事業における中小企業および小規模事業者の補助率は 4 分の 3
以内である。  
（https://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/263218.pdf）。
























態に基づいたソリューションを開発する必要性に鑑み、2013 年 1 月より経済団体、金融機関、
民間企業とともに設立した組織体において被災企業に対する調査活動（以下：被災企業調査）












石巻漁港では、世界三大漁場の 1 つに位置づけられている三陸沖を背景に、200 種を超える
豊富な水産物が水揚げされている。東洋一と評される全長 654 m の長さを持つ魚市場の水揚
げ棟では、1980 年代に 30 万トンを超える水産物が水揚げされていたが、水産資源の全国的な
減少も関係し、1990 年代以降は水揚げ量ベースでピーク時の半数程度まで減少している。そ
の後、水揚げ量は横ばいを続け、東日本大震災前年の 2010 年は数量で約 13 万トン（全国 3




された仮設の施設で水揚げがなされていたが、水産庁の補助を受けて全長 876 m の閉鎖式水
揚げ棟を持つ高度衛生管理型の魚市場が新設され、2015 年 9 月より供用が開始された 3。
水揚げについては、魚市場の再開後から順調になされ、数量は震災以前の水準に満たないも














 3  石巻魚市場 Web ページを参照（http://www.isiuo.co.jp/Top/index.php）。


















生産高の減少も著しく減少しており、2014 年と 2015 年の 2 年間については回復が見られるも










































































2007 116,612 30.9％ 67.8％ 1.4％ 2007 73,050 43.0％ 45.7％ 11.3％
2010 88,880 25.8％ 73.9％ 0.3％ 2010 69,951 94.2％  5.8％  0.0％
2011 101,119 19.8％ 79.9％ 0.3％ 2011 21,900 95.5％  4.5％  0.0％
2012 95,105 22.9％ 76.8％ 0.3％ 2012 36,063 51.7％ 35.3％ 13.0％
2015 102,433 17.0％ 82.7％ 0.3％ 2015 48,587 78.9％ 18.6％  2.5％

















2007 98,579 29.5％ 62.2％  8.3％ 2007 7,011 81.0％ 19.0％  0.0％
2010 96,618 20.4％ 60.2％ 19.4％ 2010 3,598 90.2％  9.8％  0.0％
2011 18,772 18.3％ 64.3％ 17.4％ 2011 4,595 81.0％ 19.0％  0.0％
2012 36,753 17.6％ 61.6％ 20.8％ 2012 3,153 91.3％  8.7％  0.0％
2015 84,788 29.0％ 41.6％ 29.4％ 2015 5,307 47.9％ 22.7％ 29.4％










省東北経済産業局が実施しており、本稿執筆時点（2020 年 4 月）までに 9 回にわたって行わ
れている（東北経済産業局（2019））。同調査は、グループ補助金を交付した 8 道県（北海道・
青森・岩手・宮城・福島・茨城・千葉・栃木）に所在する被災企業を対象に実施しており、調








ら 8 年が経過した 2019 年において 5 割を超えている。東北 4 県の水産・食品加工業の売上状
況についても、震災以前の水準まで回復している企業が増加する傾向が見られるものの、震災
 5  東北経済産業局による調査では、宮城県の水産・食品加工業に関する調査結果は公表されていない
ため、この業種については東北 4 県について取り上げている。
表3-1　宮城県 （全業種） における震災前と比較した売上状況
回 調査年月 回答企業数 水・食加工数 5割未満 5 ～ 9割 10割 10割以上
第1回 2012.2   940 234 38.3％ 34.0％ 10.7％ 17.0％
第2回 2012.9 1,491 244 31.1％ 38.4％  8.2％ 22.4％
第3回 2013.6 2,722 274 28.4％ 34.6％  8.0％ 28.9％
第4回 2014.6 2,659 268 24.0％ 35.8％  9.9％ 30.3％
第5回 2015.6 2,893 284 29.8％ 25.4％ 13.6％ 31.3％
第6回 2016.7 2,705 272 24.7％ 30.7％ 13.6％ 31.1％
第7回 2017.6 2,528 265 23.4％ 31.7％ 13.7％ 31.2％
第8回 2018.6 2,320 236 23.2％ 29.3％ 15.1％ 32.4％





表3-2　東北4県 （水産 ・ 食品加工業） における震災前と比較した売上状況
回 調査年月 回答企業数 宮城比率 5割未満 5 ～ 9割 10割 10割以上
第1回 2012.2 403 58.1％ 62.4％ 26.2％  7.9％  3.6％
第2回 2012.9 444 55.0％ 52.2％ 37.3％  4.0％  6.5％
第3回 2013.6 451 60.8％ 45.3％ 40.6％  5.2％  8.8％
第4回 2014.6 470 57.0％ 35.8％ 38.0％ 15.7％ 10.5％
第5回 2015.6 487 58.3％ 34.0％ 40.2％  8.8％ 17.1％
第6回 2016.7 498 54.6％ 31.7％ 38.7％ 10.8％ 18.7％
第7回 2017.6 563 47.1％ 31.8％ 38.9％  9.5％ 19.8％
第8回 2018.6 453 52.1％ 34.8％ 34.9％ 13.1％ 17.2％
第9回 2019.6 508 61.6％ 29.6％ 37.8％  8.6％ 23.8％
出所：東北経済産業局（2019）をもとに筆者作成
※「宮城比率」は、東北4県に占める宮城県の水産・食品加工業の回答比率を表す




顧客の喪失」と回答する企業の割合が高く、2019 年に実施された第 9 回調査においても宮城





















「三陸産業再生ネットワーク」を 2012 年 7 月に設立した。そして、水産業の復旧・復興状況
をタイムリーに把握するため、水産業ならびに関連業種を営む事業者（被災企業）に対する調
査活動を実施することにした。ネットワークでは、2013 年 1 月に初回の調査を実施し、9 回
にわたって調査を実施してきた。その後、同ネットワークは参加団体の合意に基づき、2017













筆者（石原）の研究室の Web サイトで公開している 7。
 6  筆者（石原）は、被災企業調査の実施に際して、調査設計とともにデータ入力、集計、分析等の作
業を担っている。
 7  調査結果を公表している Web サイトの URL は、http://ishihara­lab.org/home/s3net/ である。なお、
表3-3　調査回別調査年月と調査票の配付数 ・ 回答数 ・ 回答率
調査回 調査年月 配付数 回答数 回答率 調査回 調査年月 配付数 回答数 回答率
第 1 回 2013年1月 294 124 42.2％ 第 7 回 2016年1月 287  51 17.8％
第 2 回 2013年7月 294  65 22.1％ 第 8 回 2016年7月 282  61 21.6％
第 3 回 2014年1月 298  93 31.2％ 第 9 回 2017年1月 278  64 23.0％
第 4 回 2014年7月 296  93 31.4％ 第10回 2018年1月 278  48 17.3％
第 5 回 2015年1月 284  86 30.3％ 第11回 2019年1月 278  58 21.2％















図 3­1 は、生産設備の復旧状況について示したものである。調査を開始した 2013 年 1 月の
時点では、全ての設備が復旧したと回答する企業は 4 割程度であったが、グループ補助金の
受給によって 2014 年 1 月以降は 7 割を超えている。次に、図 3­2 は、震災以前と比較した売
上状況について示したものである。2013 年 1 月の段階で「減少した」と回答する企業の割合
は 8 割 5 分を超えていたが、時間の経過とともにその割合は減少している。しかし、震災か
ら 9 年近くが経過した 2020 年 2 月の調査でも半数を超える企業（55.9％）が「減少した」と
回答しており、売上が回復していない企業が多数存在している状況が判った。その一方で、
「増加した」と回答する企業は、調査の回数を重ねるたびに増加する傾向が見られ、2018 年 1
月の調査では約 4 割（39.6％）まで達していたが、2020 年 2 月の調査では 26.0％まで減少し
ている。なお、2020 年 2 月の調査結果について業種を水産加工業（最終製品および冷凍：
n=55）に絞って見てみると、震災以前より「増加した」と回答する企業は 26.4％存在するも
のの、売上が 75％に満たないと回答する企業は 4 割程度（43.4％）存在しており、そのうち
半数（50％）に満たない企業は 17％存在していることが判った。この結果から、復旧・復興
の過程において売上が好調な企業と不調な企業の間で差が生じていることが推察される。






「やや順調である」と回答する比率よりも下回っていたが、2017 年 1 月以降は資金調達に課題





示したものである。2013 年 7 月から 2018 年 1 月までの調査では、「震災前から生じていた」
と回答する企業の割合が最も高く、「震災後に生じた」と回答した企業の比率を合わせると 7
割近くに達していたが、2019 年 1 月以降のでは「問題なし」と回答する企業が最も多い結果






















答した企業を合わせた比率は 4 割に満たないことが判明し、2016 年から 2018 年に実施した調
査では 3 割を下回る結果となった。また、「質的な優位性を求めていきたい」と回答した企業
は 8 割を超えており、2016 年以降に実施した調査では 8 割 5 分以上（86.4％～89.7％）を占
めていた。さらに、流通の手法を改めていきたいと考えている企業も多く、2020 年 2 月に実









































トン（約 39.6％）、金額で約 224 億円（約 42.6％）であった（石巻市（2010））。このような傾
















































































アーを 11 回開催してきた 11。このほか、地場メーカーの製品が地域で販売されていない状況
に加え、インターナル・マーケティングを展開する必要性に鑑み、地元住民向けの直売会を定
期的に開催している。直売会では、毎回 2 時間の開催であるもののメーカー各社が主体的に










11  ツアーは、JR 東日本が主催する「駅からハイキング」の企画として実施している。
12  内閣府まち・ひと・しごと創生本部「地域商社事業」Web ページを参照  
（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/chiikisyousya/index.html）。
13  VISIT はちのへ Web ページを参照（https://visithachinohe.or.jp/）。
14  日本経済新聞（2020 年 4 月 1 日）朝刊東北経済面を参照。
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The Great East Japan Earthquake that occurred in March 2011 caused catastrophic damage 
to the fishery industry accumulated along the coast due to the tsunami that occurred. Fishery 
processing companies and food manufacturing companies that were situated around the fishing 
port were damaged, and their production base was lost. After the disaster, affected companies 
were able to restore their production facilities to their pre­disaster scale with subsidies set up by 
the government, however, in Ishinomaki City, it took more than a year and a half before they 
could resume the business due to the land subsidence around the fishery processing complex.
The affected companies resumed production of their own products after the production base 
was restored, but because they had lost their existing sales channels and could not secure new 
channels until all had been restored, the production operation rate has not been increasing. Re­
payments of the subsidies have also begun, and companies whose sales have not recovered are in 
trouble.
In 2013, the authors have conducted 12 times surveys of several affected companies in order to 
understand the status of affected companies operating the fishery industry in Ishinomaki City.
In this paper, based on the situation of the fishery industry in Ishinomaki City, where nine 
years have passed since the earthquake, we present the results of these surveys of the companies 
affected by the disaster and consider about the business continuity and reconstructions.
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